
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立市公共施設等総合管理計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20＊＊（令和＊）年＊月【改訂】 

国 立 市 

 

 

 

 

第１９回 国立市これからの公共施設の在り方審議会 

令 和 ５年 ８月 １８日 

資 料 N o . 1 9 - 3 

（草案） 

【 ＰＤＦ版 】 



 

 

目 次 

I 基本的な考え方 .........................................................................................................................................  

１． 計画策定の背景と目的 .....................................................  

２． 計画の位置付け ...........................................................  

３． 対象範囲 .................................................................  

４． 計画期間・改訂時期 ........................................................  

 

II 公共施設等の現況及び将来の見通し .................................................................................................  

１． 公共施設等の現状と課題 ...................................................  

（１） 公共建築物の状況 .................................................................................................. 

（２） インフラ施設の状況 .............................................................................................. 

（３） 土地の状況 ............................................................................................................. 

（４） 市民アンケート調査の結果概要 ............................................................................ 

２． 人口についての今後の見通し ...............................................  

（１） 将来人口の見通し .................................................................................................. 

３． 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込みやこれらの

経費に充当可能な財源の見込み .............................................  

（１） 歳入・歳出の状況 .................................................................................................. 

（２） 公共施設の更新等に係る経費および財源見込み等の試算 .................................... 

 

III まちの将来像・方針 ................................................................................................................................  

１． まちの将来像 .............................................................  

（１）基本構想が目指すまちの将来像 .............................................................................. 

（２）基本構想における土地利用構想 .............................................................................. 

（３）優先順位の考え方 ................................................................................................... 

２． 公共施設等マネジメント基本方針 ...........................................  

（１）公共施設等マネジメント基本方針 .......................................................................... 

（２）公共施設等マネジメント基本方針の内容 ............................................................... 

３． 目標設定 .................................................................  

（１） 人口推計との連動（人口減に伴う税収減を考慮） ............................................... 

（２） 目標設定の考え方 .................................................................................................. 

 

IV 施設類型ごとの方向性............................................................................................................................  

１． 行政系施設 ...........................................................................................................................................  

１ 庁舎等 ...................................................................  

２ 消防施設 .................................................................  

参考資料の扱いに変更 



 

 

３ 廃棄物処理施設 ...........................................................  

２． コミュニティ関連施設 ............................................................................................................................  

４ 地域集会所 ...............................................................  

５ 地域福祉館 ..................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

６ 地域防災センター ................ エラー! ブックマークが定義されていません。 

７ 市民プラザ ...................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

３． 文化・社会教育系施設 ........................................ エラー! ブックマークが定義されていません。 

８ 図書館 ......................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

９ 公民館 ......................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１０ 市民芸術小ホール ............... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１１ 郷土文化館 ..................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１２ 古民家 ......................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

４． スポーツ施設 ......................................................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１３ 市民総合体育館 ................. エラー! ブックマークが定義されていません。 

１４ 南市民プラザトレーニング室 ........ エラー! ブックマークが定義されていません。 

５． 学校教育系施設 ................................................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１５ 学校  ......................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１６ 学校給食センター  ............... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１７ 教育センター  ................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

６． 保健福祉系施設 ................................................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１８ 保健施設  ..................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

１９ 高齢福祉施設  ................. エラー! ブックマークが定義されていません。 

２０ 障害福祉施設  ................. エラー! ブックマークが定義されていません。 

７． 子育て支援施設 ................................................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

２１ 保育園  ....................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

２２ 児童館  ....................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

２３ 学童保育所  ................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

２４ その他子育て支援施設 ........... エラー! ブックマークが定義されていません。 

８． 産業系施設 ........................................................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

２５ 産業振興施設  ................. エラー! ブックマークが定義されていません。 

９． その他施設 ............................................................ エラー! ブックマークが定義されていません。 

２６ 自転車駐車場  ................. エラー! ブックマークが定義されていません。 

２７ 公衆便所  ..................... エラー! ブックマークが定義されていません。 

２８ その他  ..................................................................  

１０． インフラ施設 ..........................................................................................................................................  

２９ 道路  ...................................................................  

施設表記順序見直し 

（公共施設再編計画に合わせる） 



 

 

３０ 橋りょう  .................................................................  

３１ 下水道  .................................................................  

３２ 公園  ...................................................................  

１１． 土地 .........................................................................................................................................................  

３３ 土地 .....................................................................  

 

V 計画のマネジメント ................................................................................................................................  

１． 全庁的な取組み体制の構築及び情報管理・共有方策 ...........................  

２． 公共施設等の実態把握 .....................................................  

３． 計画の進行管理 ...........................................................  

４． 議会や市民との情報共有等 .................................................  

５． PPP/PFI の推進・活用 .....................................................  

 

用語集 ................................................................................................................................................................  

 

固定資産台帳（施設別減価償却率の推移）                                      142 

 

巻末：参考資料                                                              146 

  参考資料１  国立市これからの公共施設の在り方審議会におけるこれまでの審議会経過 

  参考資料２  国立市これからの公共施設の在り方審議会委員名簿 

  参考資料３  最終答申：はじめに 

  参考資料４  最終答申：おわりに 

 

 

 

 

本書を読む際の注意事項 

１． 本計画では特記する場合を除き、「平成２７年度」及び「平成２７年」のデータを使用してい

ます。 

２． 図および表のデータ数値は端数処理をしているため、合計と一致しない場合があります。 

 

 

 

２０１７（平成 29）年３月 策定 

２０２２（令和 ４）年１月 追録 ＜固定資産台帳＞ 

２０**（令和 ＊）年*月 改訂【第２版】 

 

 

 

対象用語の見直し 



 

 

目 的 別 イ ン デ ッ ク ス  

 

■基本的項目 

項目 小項目 掲載頁 

複合化状況  ３２ 

施設類型別の施設数 公共建築物 5～6 

インフラ施設 9 

施設類型別の面積 公共建築物 3 

インフラ施設 9 

築年別整備状況 公共建築物 7 

借地  12 

借家  12 

 

■ コスト計算 

項目 小項目 掲載頁 

施設整備試算条件・単価設定 
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インフラ施設 ３４ 

 

■ カテゴリー 

項目 小項目 掲載頁 
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I  基本的な考え方 

１． 計画策定の背景と目的 

 

本市では、昭和 30 年代から 40 年代にかけての高度経済成長期に、地方から首都圏への

人口流入の拡大や都心部から郊外への住宅地域の外延化などを背景に、人口が大きく増加

しました。それに伴って、学校を中心として公共施設を集中的に整備してきた経緯があり

ます。 

それから 40 年以上が経過し、公共施設の老朽化が進んでいます。本市の公共施設の５割

以上が築 40 年以上を経過しており、築 30 年以上の施設も８割を上回っている状況です。

また、道路や下水道といったインフラ施設も同様に老朽化が進んでいます。今後、これら

の施設は一斉に、大規模改修や建替えが必要な時期を迎えることになります。 

こうした取組みには莫大な費用が必要となりますが、人口減少や少子高齢化の進展によ

り財政状況は一層厳しくなることが見込まれており、その財源を確保することは難しい状

況です。時代の変化や市民のニーズの変化を的確に捉えて、本市の将来像にふさわしい公

共施設の在り方を示し、将来世代に必要な施設の機能を引き継いでいけるように、公共施

設を適切に管理していくことが必要です。 

これは全国共通の課題でもあり、国においては『インフラ長寿命化基本計画』が定めら

れ、省庁横断的に取組みが進められています。地方自治体に対しては、総務省を通じて、

すべての地方自治体が自ら保有する公共施設等について、総合的かつ計画的に管理するた

めの計画として『公共施設等総合管理計画』を策定することが要請されました。 

本市では、全国に先駆けて公共施設マネジメントに関する取組みを進めています。2011

（平成 23）年度に『公共施設白書』を作成し、2012（平成 24）年度には第三者機関からの

分析結果として『公共施設等の在り方に関する研究報告書』がまとめられ、それらを踏ま

えて『公共施設マネジメント基本方針』を策定しました。 

さらに 2013（平成 25）年度には『低・未利用地活用方針』を、2015（平成 27）年度に

は『公共施設保全計画』を策定し、『公共施設白書』を更新しました。また、固定資産台帳

を整備し、今後『公共施設白書』を毎年度データ更新するための基盤も整いつつあります。 

このように、本市では、公共施設マネジメントを推進するための基礎的な情報の収集・

更新と、それを踏まえた基本的な方針の策定、さらには土地の利活用方針や保全計画の策

定等の取組みを着実に積み重ねてきたところです。そこで、総務省からの要請に応じつつ、

これらの取組みを発展的に統合し、本市が保有する公共施設等の総合的かつ計画的な管理

を推進するため、『公共施設等総合管理計画』を策定するものです。 

 

 

記述見直し 



国立市公共施設等総合管理計画 【 第２版 】 

（ページ No） 

 

２． 計画の位置付け 

 

『公共施設等総合管理計画』は、本市の最も上位に位置する『総合基本計画』の実現を

下支えする計画として位置付けられ、基本構想が示す「文教都市くにたち」をまちの将来

像として、公共施設等を総合的に管理する観点からその実現を目指していくものです。 

「公共施設等」には、公共建築物のほか、道路、下水道、公園等のインフラ施設も含ま

れることから、それらの個別施設の分野別計画と連動し、それらを横断する全市の方針と

してまとめたものが本計画となります。 

なお、本計画の策定後、2017 年度以降には、本計画を基とした施設分類別の更新計画（個

別施設計画）として、『（仮称）公共施設再編計画』、『（仮称）道路長期修繕計画』、『（仮称）

下水道ストックマネジメント計画』及び『（仮称）公園施設長寿命化計画』を策定していき

ます。 

計画の構成と位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総
合
基
本
計
画
（
基
本
構
想
・
基
本
計
画
）

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

公共建築物に関する更新計画
（2018年度『（仮称）公共施設再編計画』）

道路・橋りょうに関する更新計画
（2017年度『（仮称）道路長期修繕計画』）

下水道に関する更新計画
（2019年度『（仮称）下水道ストックマネジメント計画』）

公園に関する更新計画
（2020年度『（仮称）公園施設長寿命化計画』）

連
動

行動計画
（方針）

個別施設計画
（今後策定予定）上位計画

記述見直し 

図中の年度・計画名見直し 
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３． 対象範囲 
  

公共建築物（120 施設、122,934 ㎡）及びインフラ（インフラ施設、土地）を含めた全て

の公共施設を対象とします。 

対象施設一覧（2015（平成 27）年度末現在） 

 
※本表の基礎データとなる『平成 27 年度事務報告書』には、旧第六分団器具置場（25 ㎡）が記載されていますが、
解体を終え、現存しないため、面積には含めておりません。 

 

 
※『国立市公共施設保全計画（2015（平成 27）年５月）』においては、自転車駐車場、公園便所及び付属建物等を
除いた 64 施設を対象としていましたが、本計画においては、市が保有・管理する全ての公共施設等を対象として

いるため、公共建築物の対象施設が 120 施設に拡大しているほか、インフラも対象に加わっています。 

施設数
（施設）

延床面積
（㎡）

1 庁舎等 1  9,531  

2 消防施設 6  407  

3 廃棄物処理施設 2  2,460  

4 地域集会所 12  1,863  

5 地域福祉館 5  1,821  

6 地域防災センター 5  1,114  

7 市民プラザ 2  1,672  

8 図書館 7  2,816  

9 公民館 1  1,590  

10 市民芸術小ホール 1  3,217  

11 郷土文化館 1  2,182  

12 古民家 1  137  

13 市民総合体育館 1  6,124  

14 南市民プラザトレーニング室 1  322  

15 学校 11  66,656  

16 学校給食センター 2  1,710  

17 教育センター 1  223  

18 保健施設 1  1,623  

19 高齢福祉施設 4  4,983  

20 障害福祉施設 2  1,023  

21 保育園 5  3,302  

22 児童館 3  935  

23 学童保育所 7  1,308  

24 その他子育て支援施設 2  303  

8 産業系施設 25 産業振興施設 1  132  

26 自転車駐車場 9  3,713  

27 公衆便所 17  472  

28 その他 9  1,295  

120  122,934  

1

公
共
建
築
物

4

5 学校教育系施設

スポーツ施設

文化・社会教育系施設3

9 その他施設

7 子育て支援施設

小分類大分類

6 保健福祉系施設

計

コミュニティ関連施設2

行政系施設

29 道路 実延長：146.8km 面積：89.0万㎡

30 橋りょう 橋りょう数：41橋 面積：1,840.2㎡

31 下水道

32 公園 箇所数：96箇所 公園面積：22.7万㎡

11 土地 33 土地

イ
ン
フ
ラ

10 インフラ施設

大分類 数量

実延長：219km

総面積：48.6万㎡

小分類

表の差し替え 

数値見直し 

分類順変更 
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４． 計画期間・改訂時期 

 

 本計画の計画期間は、2017 年度から 2066 年度までの 50 年間とします。そして、本計画

を基に翌年度以降、個別施設計画の策定に着手していきます。このような長期間の計画と

なるのは、公共施設等の大規模改修や更新について検討するには長期的な視点が必要不可

欠であるためです。 

なお、社会経済情勢の変化や法制度の変更等により、計画の前提条件が大きく変わった

場合などには、適宜計画の見直しを行うこととします。また、市の上位計画である『総合

基本計画』との整合性･連動性を担保するため、基本構想の計画期間（2016～2027 年）と

足並みを揃えることも検討します。 

 

計画期間 

 

 

公共施設等総合管理計画

（計画期間：50年（2017～2066年））

2017 2026 20662036

個別施設計画

20272016

計画期間の
調整も検討

第5期基本構想
（計画期間：2016～2027年）

第1次基本計画（8年）

第2次基本計画（8年）

第3次
（4年）

記述見直し 

図の修正検討（改定時期の明記） 

▽ 追加項目 
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II  公共施設等の現況及び将来の見通し 

１． 公共施設等の現状と課題 

（１） 公共建築物の状況 

① 延床面積・施設数 

【ポイント】 

・学校教育系施設の面積割合が５割以上と大きいことが本市の特徴となっています。 

・コミュニティ関連施設は、小規模な建物が多くなっています。 

 

本市が保有・管理する公共建築物の延床面積は、約 12.3 万㎡です。これは市民１人当

たりでは 1.6 ㎡/人となります。用途別にみると、学校教育系施設が約 6.9 万㎡で全体の

55.8％を占めています。次いで、行政系施設が約 1.2 万㎡（10.1％）、文化・社会教育系

施設が約 1.0 万㎡（8.1％）、となっています。学校教育系施設の面積割合が大きいこと

が、本市の特徴となっています。 

また、用途別に施設数をみると、学校教育系施設は 14 施設で 11.7％となり、１施設

当たりの規模が大きいことがわかります。一方、コミュニティ関連施設は、延床面積で

は 5.3％ですが、施設数は 24 施設で 20.0％を占めており、小規模な建物が多いことがわ

かります。 

 

公共建築物の用途別延床面積（2015（平成 27）年度末現在） 

 

 

延床面積

122,934㎡

市民１人当たり

1.6㎡/人

行政系施設

12,398㎡

10.1%
コミュニティ関連施設

6,470㎡

5.3%

文化・社会教育系施設

9,942㎡

8.1%

スポーツ施設

6,446㎡

5.2%

学校教育系施設

68,589㎡

55.8%

保健福祉系施設

7,629㎡
6.2%

子育て支援施設

5,848㎡
4.8%

産業系施設

132㎡

0.1%

その他施設

5,480㎡

4.5%

記述見直し 

グラフ差し替え（2022年度末現在） 
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公共建築物の用途別施設数（2015（平成 27）年度末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設数

120施設

市民千人当たり

1.6施設/千人

行政系施設

9施設
7.5%

コミュニティ関連施設

24施設
20.0%

文化・社会教育系施設

11施設
9.2%

スポーツ施設

2施設
1.7%

学校教育系施設

14施設
11.7%

保健福祉系施設

7施設

5.8%

子育て支援施設

17施設

14.2%

産業系施設

1施設
0.8%

その他施設

35施設
29.2%

グラフ差し替え（2022年度末現在） 
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② 建設年度・築年数 

【ポイント】 

・1969～78 年度までの 10 年間に、学校を中心に集中的に施設が整備されました。 

・築 30 年以上の施設が全体の約８割を占めており、老朽化が進んでいます。 

 

本市が保有・管理する施設の築年別整備状況をみると、学校や本庁舎を整備してきた

1969（昭和 44）年度から 1978（昭和 53）年度の 10 年間がピークとなっています。こ

の期間内に本市の保有する施設の半分以上にあたる約 6.7 万㎡（年平均 6,732 ㎡）が整

備されています。その後、市民総合体育館や福祉会館等の大型施設の整備がありました

が、近年は大規模な施設整備を行っていません。 

本市が保有・管理する施設のうち、築 30 年以上の施設は 10.0 万㎡で全体の 81％を占

めています。また、築 20 年以上の施設をみると、11.6 万㎡で全体の 94％を占めること

となり、老朽化が進んでいることが分かります。 

 

公共建築物の築年別整備状況（2015（平成 27）年度末現在） 
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行政系施設 コミュニティ関連施設

文化・社会教育系施設 スポーツ施設

学校教育系施設 保健福祉系施設

子育て支援施設 その他

整備のピーク（1969～1978年）

計6.7万㎡（市全体の54%）を整備

築30年以上の施設 計10.0万㎡（市全体の81%）

築20年以上の施設 計11.6万㎡（市全体の94%）

（年度）

記述見直し 

グラフ差し替え（2022年度末現在） 
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③ 建物形態（単独施設／複合施設） 

【ポイント】 

・本市の公共建築物の約２割が複合施設であり、すでに一定程度複合化が進んでいます。 

 

本市の施設の複合状況は、単独施設が 98 施設、複合施設が 22 施設であり、すでに

18.3％の施設が複合化している状況です（延床面積ベースでは 8.6％）。 

 

施設の複合化の状況（2015（平成 27）年度末現在） 

 

複合施設一覧 

 

単独施設

98施設
81.7%

複合施設

22施設
18.3%

施設名 所在地 建設年度
延床面積
（㎡）

西児童館 359 

西学童保育所 205 

青柳分室（図書館） 25 

青柳福祉センター 582 

南市民プラザ分室（図書館） 535 

南市民プラザトレーニング室 322 

南市民プラザ 843 

谷保東分室（図書館） 41 

谷保東集会所 155 

下谷保分室（図書館） 32 

下谷保地域防災センター 228 

東分室（図書館） 102 

東福祉館 345 

中央児童館 325 

中央学童保育所 224 

福祉会館 4,060 

教育センター 223 

子ども家庭支援センター（発達支援室含む） 223 

矢川児童館 252 

矢川学童保育所 141 

北市民プラザ図書館 570 

北市民プラザ 829 

10,621 計

10

富士見台3-21-1 19748

北3-1-1 1997

富士見台4-17-1 1970

4

5

6

7

9

谷保7-17-1 1991

谷保5066

東3-18-32

富士見台2-38-5

1984

1978

1991

泉2-3-2

1975

19973

1 西1-12-26 1982

青柳2442

記述見直し 

グラフ差し替え（2022年度末現在） 

表差し替え   （     同上     ） 

矢川プラスの構成・面積追加 
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（２） インフラ施設の状況 

【ポイント】 

・道路は国道・都道を基盤とし、生活道路が全域に整備されています。 

・公園は全域にバランスよく整備されています。 

・下水道普及率はすでに 100％に達しています。 

インフラ施設一覧（2015（平成 27）年度末現在） 

道路 
幹線道路 実延長   27,576m 面積   239,822 ㎡ 

生活道路 実延長  119,230m 面積   650,332 ㎡ 

橋りょう 
RC 造 実延長   88.6m 面積     590.7 ㎡ 

BOX 実延長   100.3m 面積    1,249.5 ㎡ 

下水道 下水管渠 実延長   219km 

公園  箇所数   96 箇所 面積   226,936 ㎡ 

■道路 

幹線道路：市道では主に路線バスが通行する道路 

 

 

生活道路：幹線道路以外の市道 

 

 

■橋りょう 

RC 造：橋桁に鉄筋コンクリートを用いた橋 

 

 

BOX：箱状のコンクリートを使用して建設した橋 

 

 

  

記述見直し 

表差し替え（2022年度末現在） 

写真差し替え 
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（３） 土地の状況 

① 市が保有する土地の内訳 

【ポイント】 

・市が保有する土地の 45％が学校用地です。その他は比較的小さな土地が多く、利活用

しやすい一定規模のまとまった土地は少ない状況です。 

 

本市が保有している土地は、2015（平成 27）年度末で約 35.4 万㎡（道路及び水路を

除く）あり、市域全体の約 4.3％となっています。このうちで一番大きな割合を占めてい

るのは学校用地約 16.0 万㎡で、本市が保有している土地の約 45.0％を占めています。そ

の他の土地は比較的小さな土地が多く、一定規模のまとまった土地が少ない状況です。 

 

市が保有する土地面積内訳（2015（平成 27）年度末現在） 

 

（出典）2015（平成 27）年度 事務報告書 

 

 

 

学校

159,334㎡
45.0%

本庁舎

11,363㎡
3.2%

消防施設

270㎡
0.1%

その他の公用施設

14,734㎡
4.2%

公園

105,818㎡
29.9%

福祉施設

9,535㎡
2.7%

その他の公共用施設

20,220㎡
5.7% 普通財産

32,954㎡
9.3%

土地面積

35.4万㎡

国立市地積の

4.3％

記述見直し 

グラフ差し替え（2022年度末現在） 
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② 市有地・借地 

【ポイント】 

・本市が活用している土地は、借地の割合が高く、約 27％に及んでいます。 

・2015 年度における有償借地・借家の賃料は、年間約 8,200 万円に上ります。 

 

本市が活用している土地の中には、借地によって土地を確保しながら行政サービスの

提供を行っているものもあります。借地は約 13.2 万㎡で、国や東京都、個人などから借

りており、その借地料も有償の土地と無償の土地があります。市有地と借地の合計は約

48.6 万㎡となっており、借地の占める割合は、約 27％に及びます。 

 

市有地・借地の土地面積内訳（2015（平成 27）年度末現在） 

 

 （出典）2015（平成 27）年度 事務報告書 

 

 

 

 

 

 

 

市有地

354,228㎡
72.9%

借地

131,919㎡
27.1%

公用・公共用施設

321,273㎡
66.1%普通財産

32,954㎡

6.8%

有償借地

11,290㎡

2.3%

無償借地

120,629㎡
24.8%

市が活用している

土地面積 48.6万㎡

記述見直し 

グラフ差し替え（2022年度末現在） 
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公共施設として使用している土地及び建物の大半は、本市が所有しているものですが、

土地や建物を借上げて運営しているものもあります。有償借地の借地料は 2015（平成

27）年度の決算額で約 7,150 万円、有償借家の借家料は約 1,070 万円となっています。 

 

有償借地一覧（20 ㎡未満の借地は除く） 

 

有償借家一覧 

 

（出典）2015（平成 27）年度 事務報告書など 
  

2015年度末

現 在 高

（単位：㎡）

消防団第一分団器具置場用地  青柳244-1 79.34 民間 192,763

消防団第三分団器具置場用地  谷保5913-1 132.00 民間 779,328

資材置場用地  富士見台2-26-4 890.82 民間 6,050,448

国立第一小学校花壇用地  谷保5950-1 280.24 民間 303,025

青柳福祉センタ－用地  青柳244-1 638.96 民間 1,552,408

(社)シルバー人材センター作業所用地  富士見台1-43-6 515.05 民間 3,560,016

矢川保育園用地  谷保6800-2 1,021.30 東京都 1,274,580

谷保駅北第２自転車駐車場用地  富士見台2-17-2 470.86 民間（一部無償） 1,792,320

谷保駅北第３自転車駐車場用地  谷保5014-3 119.00 民間 233,100

谷保駅北第４自転車駐車場用地  富士見台1-19-5 249.68 民間 2,151,240

谷保駅北第５自転車駐車場用地  谷保4980-2 162.00 民間 306,400

矢川駅北第１自転車駐車場用地  富士見台4-8-1 405.99 民間 2,806,200

矢川駅北第２自転車駐車場用地  富士見台3-35-5 578.89 民間 3,688,680

矢川駅北第３自転車駐車場用地  富士見台4-11-4 610.00 民間 4,099,200

国立駅南第３自転車駐車場用地  中1-10-6 298.00 民間 4,952,748

谷保駅北第１自転車駐車場用地  富士見台2-17-8 213.88 民間 1,542,492

谷保駅北第６自転車駐車場用地  富士見台2-16-1 155.11 民間 1,669,596

国立市保健センター等用地  富士見台3-16-4他 2,290.33 民間 20,805,348

中平地域防災センター用地  谷保6087-1 265.23 民間 1,664,580

富士見台地域防災センター用地  富士見台3-13-5 472.22 民間 3,728,640

青柳自治会防災部用資器材庫用地  青柳244-1 22.18 民間 53,888

坂下集会所用地  谷保748-4 264.47 民間 1,263,108

富士見台二丁目集会所用地  富士見台2-32-1 304.01 民間 2,520,840

くにたち郷土文化館用地  谷保6231 746.18 民間 4,289,040

北緑地用地  北3-11-3.4 104.34 民間 266,688

11,290.08 71,546,676小計

借 地 料
2015年度
決 算 額

（単位：円）

名　　　　　称 所　在　地 所　有　者

2015年度末

現 在 高

（単位：㎡）

福祉会館分室  富士見台1-7 126.58
独立行政法人
都市再生機構

1,100,160

富士見台一丁目集会所  富士見台1-8-4 92.92 民間 3,775,524

高齢者用借上げ住宅  富士見台1-41-15 201.6 民間 5,808,000

421.10 10,683,684

82,230,360

借 家 料
2015年度
決 算 額

（単位：円）

合計

名　　　　　称 所　在　地 所　有　者

小計

表差し替え（2022年度末現在） 

 

（検討） 無償借地の一覧も掲載するか 
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（４） 市民アンケート調査の結果概要 

 本計画の策定に向けて、公共施設の利用状況や運営上の課題、施設サービスに対する評

価等について適切に把握するため、無作為で抽出した 3,000 人の市民に対して市民アンケ

ート調査を実施しました（2016 （平成 28）年 6～7 月に実施、有効回収数：1,277 件、回

収率：42.6％）。 

① 公共施設の利用状況 

【ポイント】 

・公共施設を利用している市民の割合は、多くの施設で 10数パーセント程度となってい

ます。市役所、公園、自転車駐車場、図書館などが比較的よく利用されています。 

 

• 公共施設の利用状況について、「よく利用した」と「ときどき利用した」を合わせた

「利用層」の割合をみると、多くの施設で 10 数パーセント程度にとどまっています。 

• 「よく利用した」と回答する割合が最も高いのは、｢公園（19.7％）｣「自転車駐車場

（19.7％）」であり、次いで「図書館（17.5％）」です。なお、「よく利用した」「とき

どき利用した」と回答する割合を合わせると、「市役所」が 63.9％で最も高くなって

います。 

公共施設の利用状況 

 

10.3%

3.6%

4.3%

3.4%

2.3%

17.5%

5.0%

2.9%

9.2%

3.9%

5.2%

19.7%

19.7%

53.6%

11.8%

9.2%

7.8%

5.3%

22.4%

9.6%

17.1%

7.4%

10.6%

4.6%

8.7%

9.2%

2.2%

20.0%

13.9%

4.4%

20.4%

12.1%

10.8%

7.5%

8.2%

12.8%

10.5%

13.4%

11.5%

10.0%

7.4%

13.4%

9.2%

3.9%

15.7%

7.6%

8.1%

11.5%

67.0%

69.5%

76.0%

78.0%

41.9%

69.1%

61.3%

74.0%

64.7%

78.2%

70.9%

71.3%

86.3%

38.7%

53.3%

81.0%

4.2%

5.4%

6.1%

5.3%

6.1%

5.4%

5.8%

5.2%

5.5%

5.5%

5.9%

5.7%

4.9%

6.1%

5.9%

5.5%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=1224) 市役所

(n=1208) 市民ﾌﾟﾗｻﾞ

(n=1199) 地域集会所･公会堂

(n=1209) 地域福祉館

(n=1199) 地域防災ｾﾝﾀｰ

(n=1208) 図書館

(n=1203) 公民館

(n=1210) 市民芸術小ﾎｰﾙ

(n=1207) 郷土文化館･古民家

(n=1207) 市民総合体育館

(n=1202) 学校

(n=1204) 保健ｾﾝﾀｰ

(n=1214) 福祉会館

(n=1199) 子ども家庭支援ｾﾝﾀｰ

(n=1202) 公園

(n=1207) 自転車駐車場

(n=1207) 城山さとのいえ

よく利用した ときどき利用した ほとんど利用しなかった 利用しなかった 無回答

【利用状況】

巻末資料に移動 

（ P.１３ ～ １７ ） 
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２． 人口についての今後の見通し 

（１） 将来人口の見通し 

① 人口の推移 

【ポイント】 

・本市の人口は、昭和 40年代に急激に増加し、その後は緩やかな増加基調が続いていま

す。現在は約 75,000 人で横ばいに推移しており、直近には微増しています。 

・児童生徒数は、1979（昭和 54）年をピークに減少に転じ、現在はピーク時の半分近く

にまで減少しており、少子化の状況は本市でもすでに顕著に表れています。 

 

1967（昭和 42）年の市制施行当時 55,000 人余りだった本市の人口は、宅地化ととも

に増加し、1971（昭和 46）年には 60,000 人、2000（平成 12）年には 70,000 人を超え

ました。その後、増加のスピードは鈍化し、現在は約 75,000 人で推移しています。 

1967（昭和 42）年の市制施行当時 18,000 世帯程度だった世帯数は、人口以上のペー

スで増加を続け、2015（平成 27）年には 35,771 世帯となりました。1967（昭和 42）

年に 3.1 人だった１世帯あたりの人数が、2015（平成 27）年には 2.1 人となっており、

核家族化が進んでいることがわかります。近年ではこの傾向が顕著になり、特に高齢者

の一人暮らしが増加していると考えられます。 

また、市立小・中学校の児童生徒数は、昭和 40 年代中頃から増加を始め、1979（昭

和 54）年の 8,732 人をピークに減少に転じました。2015（平成 27）年は 4,468 人とな

っており、ピーク時の半分近くまで減少しています。 

  

人口・世帯数及び児童生徒数の推移 

 
（出典）統計くにたち・学校施設台帳 
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（万人・万世帯）

人口 世帯数 児童生徒数

あ市制施行

1967（昭和42）年 2015（平成27）年

人口 55,423人

1967（昭和42）年

世帯数 18,032世帯

1967（昭和42）年

児童生徒数のピーク 8,732人

1979（昭和54）年

児童生徒数 4,468人（ピーク時の51%）

2015（平成27）年

人口 74,558人

2015（平成27）年

世帯数 35,771世帯

2015（平成27）年

人 口

世帯数

児童生徒数

記述見直し 

グラフ差し替え（2022年度末現在） 
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② 地域別人口の状況及び将来予測 

【ポイント】 

・地域別にみると、北地域、富士見台地域で人口が減少しており、東・中・西地域、南

部地域で人口が増加しているなど、地域による違いが出ています。 

・地域ごとの人口動態を注視しながら、地域特性に応じた公共施設サービスの在り方を

考える必要があります。 

 

■ ４地域別人口推移 

本市は大きく４つの地域に分類されます。2005（平成 17）年から 2015（平成 27）年

までの 10 年間における地域別の人口変化をみると、北地域、富士見台地域で減少してお

り、東・中・西地域、南部地域は増加しています。南部地域は 15.1％増と大きく増加し

ており、富士見台地域の人口を超えました。 

本市のような小規模な自治体においては、個別の開発行為案件が人口の増減に与える

影響が大きいため、地域別の人口推計は難しいのが実情です。長期的に見ると、全国的

な傾向と同様、市全体としては人口減少に向かうことが想定されていますが、新規マン

ションの建設や団地等の建替え、南部地域における農地の宅地化等の人口増につながる

要因も存在しており、今後も地域の人口動態を注視していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述見直し 
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４地域別の過去 10年間の人口変化 
 

 
(出典)国立市公共施設白書（2016 （平成 28）年 3月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

住居表示変更により過去との比較が困難なため、 

南部地域は細分化せずに表記することに変更 

図削除 

表差し替え（ 表記方法見直し ） 
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３． 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込みやこ

れらの経費に充当可能な財源の見込み 

（１） 歳入・歳出の状況 

① 歳入 

【ポイント】 

・個人市民税を中心とした市税が歳入の約半分を占めています。 

・個人市民税は、今後予想される生産年齢人口の減少による影響が大きいと考えられる

ことから、その影響を考慮した財政運営を行う必要があります。 

 

本市の普通会計における歳入決算額は、2009（平成 21）年度以降 260 億円前後で推

移してきましたが、2014（平成 26）年度は、都市計画道路整備事業、谷保駅バリアフリ

ー化工事及び総合体育館耐震改修工事等を要因に 288 億円となりました。さらに 2015

（平成 27）年度は、複合施設等用地買収や小中学校非構造部材耐震化対策工事等を要因

に 311 億円となり、増加傾向となっています。 

2015（平成 27）年度の市税収入は 145.8 億円となっており、これは歳入総額の約 47％

にあたります。市税の内訳をみると、個人市民税所得割が大きな割合を占めており、そ

の動向は本市の歳入に大きな影響を与えます。 

今後予想される生産年齢人口の減少に伴う個人市民税への影響等を考慮すると、将来

にわたって持続可能な財政基盤を確立するため、より健全で規律のある財政運営を行う

必要があります。 
 

普通会計決算に基づく歳入の推移 
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図削除 

グラフ差し替え・対象年度の見直し 

（ 2005・2010・2015～22の 10年間 ） 

 

（ P.25 ～ 29 ） 
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（２） 公共施設の更新等に係る経費および財源見込み等の試算 

① 公共建築物 

【ポイント】 

・公共建築物の更新費用は、長寿命化や保全計画に基づく優先度評価による平準化の取

組みを含めて、今後 50年間で年平均 61.0 億円が必要になると推計されます。 

・過去５年間の年平均費用は 51.9 億円であり、それと比較すると 1.18 倍になると見込

まれます（財源不足額：9.14 億円/年）。 
 

本市が保有・管理する公共建築物は老朽化が進んでおり、今後次々に大規模改修や建

替えによる対策が必要な時期を迎えます。そこで、長期的な視点から今後必要となるコ

ストを把握するため、次の想定で更新費用（管理運営費を含む1）の試算を行いました。 

＜公共建築物の更新費用に関する試算条件＞ 

□ 推計期間 2017～2066 年度（50 年間） 

□ 対象施設 

 既存 120 施設（延床面積 122,934 ㎡）とします。 

 2017～2020 年に新規整備が予定されている施設についても、下記の想定条件で

対象に追加します。 

・旧国立駅舎（2019 年度、200 ㎡） 

・国立駅東側市民利用施設（2017 年度、400 ㎡） 

・国立駅南口複合施設（2020 年度、4,000 ㎡） 

・矢川複合施設（2020 年度、2,500 ㎡） ※矢川複合施設は、東京都から施設の用地を借りる 

                     ことができた場合に整備されます。 

□ 構造別の目標使用年数 

構造種別 目標使用年数 

SRC（鉄骨鉄筋コンクリート造）、RC（鉄筋コンクリート造） 80 年 

S（鉄骨造） 60 年 

LS（軽量鉄骨造） 40 年 

□ 構造別の改修サイクル 

建替え・改修 
サイクル 

構造種別 
20 年目 40 年目 60 年目 80 年目 

SRC 造、RC 造 △ ● ○ ◇ 

S 造（重量鉄骨） △ ● ◇  

LS 造（軽量鉄骨） △ ◇   

工事種別 ◇：建替え ●：大規模改修 △：中規模修繕（20 年目）○：中規模修繕（60 年目） 

                                                   
1 施設の複合化、多機能化による施設面積の縮減や PPP の導入効果として、管理運営費の削減

も見込まれるため、施設に関するトータルコストで考えることとしました。 

記述見直し 
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□ 単価設定 

用途 建替え 大規模改修 中規模修繕 

本庁舎、消防施設、 
コミュニティ施設 

500 千円/㎡ 310 千円/㎡ 130 千円/㎡ 

福祉施設、ごみ処理施設 450 千円/㎡ 250 千円/㎡ 110 千円/㎡ 

教育施設 420 千円/㎡ 250 千円/㎡ 100 千円/㎡ 

学校施設 420 千円/㎡ 250 千円/㎡ 100 千円/㎡ 

※ サービスを継続しながら建替えを実施するためには、仮施設等の計画が必要であり、別途費用が 

発生します。  

□ 管理運営費 

 『公共施設白書（2016（平成 28）年３月』における行政コスト計算書に掲載さ

れている事業運営にかかる経費（2014（平成 26）年度実績）のうち、減価償却

費を除いた額を総延床面積で除して単価を設定（3.45 万円/㎡）。 

□ 実績（財源不足額を試算するときの基準となる値） 

 直近５か年（2011（平成 23）～2015（平成 27）年度）のコスト実績の年平均を

計上（51.9 億円/年）。 

 

■ 『国立市公共施設保全計画』を基にした優先度評価による平準化 

2014（平成 26）年度に構造躯体の健全性評価及び構造躯体以外の劣化状況調査を実施

し、施設ごとの残存耐用年数及び今後必要となる改修工事の時期・内容を明らかにしま

した。これらを踏まえて前提条件を整理し、更新費用（管理運営費を含む）を試算しま

した。この場合、2017 年から 2066 年までの 50 年間にかかる費用は年平均で 61.0 億円

（61.03 億円）となります。一方、公共施設に係る投資的経費及び管理運営費(過去 5 年

間平均）の総額は 51.9 億円（51.89 億円）となります。両者を比較すると、将来の更新

費用は現状の更新費用の 1.18 倍となり、年当たり 9.14 億円の財源不足が生じることに

なります。 

 

記述見直し 

単価見直し 

グラフ差し替え 
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インフラ施設 

【ポイント】 

・インフラ施設の更新費用は、今後 50年間で年平均 12.7 億円になると推計されます。 

・過去５年間の年平均費用は 7.6 億円であり、それと比較すると 1.66 倍になると見込ま

れます（財源不足額：5.1 億円/年）。 

 

本市が保有・管理するインフラ施設（道路[幹線道路、生活道路、自転車歩行者道]、

橋りょう、下水道、公園）の状況は次のとおりです。インフラ施設も、公共建築物と

同様に老朽化が進行しており、今後、長寿命化や更新に向けた取組みを行っていく必

要があります。そこで、今後 50 年間にかかるコストを、下記条件で試算しました。 

＜試算条件（単価設定）＞ 

□ 道路 

 全整備面積を 15 年で割った面積の舗装部分（附属物を除く）を毎年度更新してい

くと仮定。 

幹線道路・生活道路      ４,７００ 円/㎡ 

自転車歩行者道      ２,７００ 円/㎡ 

□ 橋りょう 

 整備した年度から法定耐用年数 60年を経過した年度に更新すると仮定。 

ＲＣ橋、その他（ボックス）      ４４８ 千円/㎡ 

□ 下水道 

 下水道管は、整備した年度から法定耐用年数 50年を経過した年度に更新すると仮

定（管きょ、マンホール本体・蓋、汚水ます・取付管を含む）。 

現在策定中の『国立市公共下水道ストックマネジメント基本計画』の試算を 

引用 

□ 公園 

 公園は、整備した年度から平均耐用年数 28年を経過した年度に更新すると仮定。 

 耐用年数が既に経過している公園については、試算した年度から 10年間で均等に

更新すると仮定。 

直近工事の実績値 １０．６ 千円/㎡ 

  

 

記述見直し 

単価見直し 

グラフ差し替え 

 

（ P.34 ～ 37 ） 
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ストックマネジメント財政計画の基本的考え方と長期シミュレーション 

 

  ・地方債 

    ・基金             基本的考え方（充当率や償還年数など）の整理 

    ・償還金 

 

 

※ 一般会計と特別会計（下水道）は分けて整理する。 

➜ 「公共建築物」 と 「インフラ施設（道路＋橋りょう ・ 公園別）」 

 

 

  ※一覧表（基本的考え方を基にシミュレーションしたグラフ）は、 

更新作業、抜粋利用、用紙サイズも考慮して巻末資料で掲載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規】 （仮）ストックマネジメント財政計画の追加 
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III  まちの将来像・方針 

１． まちの将来像 

（１）基本構想が目指すまちの将来像 

本市の行政計画の中で、最も上位に位置するものが基本構想です。2016 （平成 28）年 3

月に定めた第５期基本構想では、「都市の理想の姿である都市像を、引き続き「文教都市く

にたち」とし、そのさらなる発展を目指していきます」と記述されています。そこで、本

計画においても「文教都市くにたち」を目指すまちの将来像とし、公共施設等マネジメン

トにおいて、その実現を目指すこととします。 

 

まちの将来像 ＝ 「文教都市くにたち」 
 

 

（２）基本構想における土地利用構想 

第５期基本構想の中では、土地利用構想についても触れられています。本計画において

も、基本構想で掲げる土地利用構想に沿ったまちづくりを目指します。 

 

①全体的な土地利用の方向 

○まち全体の土地利用の方向 

地域の特徴を活かしつつ、まち全体として調和のとれた「文教都市くにたち」を目指し

ます。そのために、以下の４つの方向で土地利用を進めていきます。 

 地域の自然や伝統・文化、美しいまちなみなどを市の魅力として維持し育てていくた

めの土地利用を促進します。 

 自然との調和や都市景観に配慮しながら、都市基盤の整備を進め、安心・安全かつ良

好な住環境を形成します。 

 市の持続的発展の基盤となる産業の育成を促します。 

 今後の人口減少社会に対応した公共施設の整理と再編を行い、地域の諸課題への対応

と持続的なサービスの提供を図ります。 

○富士見台地域 

約 50 年前に整備され、当時のまちの発展を大きく促した富士見台地域を、まちの中核

となるベルト地帯として再度活性化していくことを期間中の重要課題と位置付け、この地

域の活性化を市全体の活力創出へとつなげていきます。 

○国立駅周辺 

国立駅周辺のまちづくりを進め、市民に愛される旧国立駅舎の再築を実現します。これ

によりまちの文化を継承するとともに、まちににぎわいを呼び込み、市全体の活性化へつ

なげます。 

出典：第５期基本構想 

内容の変更なし P.38/39 

（ 記述の再確認のみ ） 
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③現在進行中の施設整備計画 

★国立駅周辺整備事業 

ＪＲ中央線の高架化事業に伴い、線路により分断されていた北地域と東･中･西地域との

一体的なまちづくりが可能となりました。そこで、道路整備、駅前広場の整備、高架下の

利用などの事業を国立駅周辺のまちづくり事業として一体的に進めています。このうち、

公共建築物に関しては、2009（平成 21）年 11 月に策定した『国立駅周辺まちづくり基本

計画』に基づく以下の３つの公共建築物の整備計画があります。 

①旧国立駅舎再築計画 

 本市のシンボルであり長年にわたり市民に利用された三角屋根の旧国立駅舎は国

立市有形文化財に指定された後、ＪＲ中央線の高架化事業に伴い 2006（平成 18）

年 12 月に解体され、部材は将来再築することを目的に現在まで大切に保管してい

ます。これを文化財として再築し、来訪者を迎える場所としての観光案内所や、ま

ちの成り立ちや歴史・文化に触れられる展示ギャラリーとして活用する予定です。 

②国立駅東側高架下市民利用施設の整備計画 

 ＪＲ中央線の高架化事業により新たに本市が利用可能となった国立駅東側高架下

の面積約 380 ㎡と国分寺市が利用可能な面積約 130 ㎡を活用して、両市で共同し

て市民利用施設を整備する計画です。この施設では各種証明書の発行や図書の貸出

し、女性等相談を行っていく予定です。 

③国立駅南口複合公共施設の整備計画 

 国立駅南口の西側にある約 2,800 ㎡の市有地に複合公共施設を整備する計画があ

ります。まちづくりの拠点となる施設整備により、『国立駅周辺まちづくり基本計

画』で掲げる「市民の交流、文化の発信、にぎわい空間の創出」を実現化し、駅周

辺における回遊性のあるまちづくりを目指すものです。子育ての輪を広げるための

子育て支援施設や国立の文化を拡げる多目的ホールを整備するとともに、生活利便

施設等の民間施設も一部誘導する予定です。 

国立駅周辺整備事業 

  

記載対象事業等の見直し 

（ P40 ～ 42 ） 
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２． 公共施設等マネジメント基本方針 

（１）公共施設等マネジメント基本方針 

  公共施設の更新問題という課題を踏まえつつ、まちの将来像として掲げた「文教都市

くにたち」を実現するため、下記の３つの基本方針を設定します。今後の公共施設等マ

ネジメントの取組みは、この基本方針に基づいて行っていきます。 

 

【基本方針１】市民ニーズを捉えた魅力的な施設整備                   

 老朽化した公共施設等の維持･更新には多額の費用が必要となりますが、今後、人口減少

社会の到来や少子高齢化の進展により財政状況が一層厳しくなることが見込まれています。

今後は、様々な取組みにより財源を確保し、限られた予算の中で優先順位を付けて、市民

ニーズを捉えた行政サービスを提供していかなくてはなりません。そのためには、目指す

まちの将来像「文教都市くにたち」を実現するにあたり必要な行政サービスを提供するた

め、今後も継続的に使用していくと判断される施設については、計画的な保全･更新を行い、

安心･安全な状態で保ち続けることが必要となります。また、新しく施設を整備する場合に

は、安定した財政運営との両立を図りながら、まちの魅力を高める施設とすることにより、

国立市が活力あるまちとして持続的に発展していくことを目指します。 

 

【基本方針２】規模・配置の適正化                         

公共建築物については、複合化や多機能化といった手法を用いることにより規模･配置の

適正化を図り、総量は削減しつつも機能は維持・向上させることを目指します。 

また、インフラ施設は市民生活や経済活動を支える重要な社会基盤であるため、厳しい

財政状況下にあっても縮減や廃止が難しいという性質があります。しかし、社会情勢の変

化により必要性が薄れたものについては、施設の廃止や計画の見直しを行うなど、人口減

少社会の到来を踏まえ、規模･配置の適正化を図ります。 

 

【基本方針３】効果的・効率的な管理運営                      

 限られた予算の中で、市民ニーズを捉えた行政サービスを提供していくためには、効果

的・効率的な維持管理や運営を行うことで総コストを縮減すると同時に、受益者負担の適

正化などの取組みにより新たな財源を創出することが求められています。今後は、先進的

な取組事例を調査・研究して取り入れるほか、民間事業者のノウハウや資金を積極的に活

用することで、市民サービスの向上と経費の削減を図っていきます。 

 

 

 
 

基本方針・イメージ図は変更しない 

記述の見直し・追記 

（ P45 ～ 49 ） 
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（１） 人口推計との連動（人口減に伴う税収減を考慮） 

第Ⅱ章の２（P.18～24）でみたように、本市の人口は今後５年ほど横ばいで推移した

後に、人口減少の局面に突入し、その後は人口減少が加速していくことが見込まれます。

人口が減少すれば、個人市民税を中心に税収も減少すると考えられます。その分、公共

施設等にかけられる財源も減少し、財源不足は拡大すると想定しておく必要があります。 

逆に、市民ニーズを捉えた魅力的な施設整備を行うことで人口の減少を抑制すること

ができれば、その分、公共施設等にかけられる財源を確保することができるようになる

ことも想定できます。 

 

そこで、本市の将来人口推計について、「a.将来展望（目標値）」「b.独自推計（成行値）」

「c.独自推計（成行値）【封鎖型】」の３パターンを抽出し、それぞれの「生産年齢人口」

の減少割合に応じて、「個人市民税」が減少すると想定します。直近の 2015（平成 27）

年度の歳入総額（310.7 億円）に占める個人市民税（67.3 億円）の割合は 21.7％である

ため、歳入総額の 21.7％に対して、生産年齢人口の減少割合の分だけ減収を見込み、そ

の分財源不足が拡大することとします。 

 

たとえば、「a.将来展望（目標値）」の生産年齢人口は、2017 年度の 49,077 人から、

50 年後の 2066 年度には 40,543 人に、17.4％減少することが見込まれます。この生産年

齢人口の減少率に応じて、個人市民税も減少すると考え、2066 年度の個人市民税が

17.4％減少すると想定します。さらに、この個人市民税の減少が、歳入全体に及ぼす影

響を試算するため、直近の 2015（平成 27）年度における歳入総額に占める個人市民税

の割合である 21.7％を当てはめ、歳入総額では 3.8％減少すると見込みます（－17.4％

×21.7％）。この歳入減に応じて、公共施設等にかけられる財源不足も拡大すると考え、

公共施設等に対する投資額の 3.8％分が追加的に発生する財源不足と見込みます（公共建

築物で 1.54 億円/年、インフラで 0.23 億円/年と試算）。（P.51 表を参照） 

 

※人口や市税収入は、様々な要素に左右されます。国の政策選択や国内外の経済状況な

ど、むしろ国立市の政策が及ばない要素の方がはるかに大きいのが現実です。公共施

設等マネジメントでは、必要に応じて計画を修正していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

記述見直し 

比較検討の基準年度考察 

工事単価見直しに伴う数値の見直し 

（ P50 ～ 57 ） 
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※延床面積には庁舎倉庫 791.3 ㎡、庁舎北側自転車置場 89.6 ㎡を含んでいます。 

IV  施設類型ごとの方向性 

※ 施設名称の後ろに施設所管課名と『国立市公共施設白書（2016（平成 28）年３月）』の該当ページを記

載しています。本文中の数値は 2015（平成 27）年度末時点のものを用いているため、2014（平成 26）

年度末時点の数値を用いている公共施設白書と一致しない場合があります。 

※ 築後年数は 2017 年３月末を基準として計算しています。 

※ 建替え、大規模改修および中規模修繕の費用は『国立市公共施設保全計画（2015（平成 27）年５月）』

における参考金額です。また、サービスを継続しながら建替え等を実施するために、仮設施設が必要と

なる場合があり、別途費用が必要となります。 
 

１． 行政系施設 

１ 庁舎等 （行政管理部 総務課：『公共施設白書』P.62） 

（１） 施設概要 

・ 本市には市役所本庁舎が１施設あり、建物の所有・運営はいずれも市が担っています。 

・ 延床面積は 9,530.9 ㎡あります。 

・ 築後年数は、40 年を経過しており、老朽化が進行しています。 

 

 

（２） 立地状況 

・ 市役所本庁舎は、富士見台地域に立地しています。 

 

  

中規模修繕

（20年目）

大規模改修

（40年目）

中規模修繕

（60年目）
建替え

2057年 2037～39年

12.4 47.7
市 - -9,530.9 1977年 40 20 市

庁

舎

等
1 市役所本庁舎 11,363.4 市

名　称

土地 建物 保全計画（2066年まで）

面積
（㎡）

所有
延床面積
（㎡）

建築年度
築後年数
（年）

残存
耐用年数

（年）

所有 運営

(下段は見込み費用：　単位は億円)

記述見直し 

シート構成見直し 

（ P58 ～ 134 ） 
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V  計画のマネジメント 

１． 全庁的な取組み体制の構築及び情報管理・共有方策 

公共施設等マネジメントの取組みを推進するためには、公共施設等に関する情報を組織

横断的に把握し、経営資源として統括的に管理していく必要があります。現在は、政策経

営課が中心となり建築営繕課･教育総務課とも連携して取組みを進めています。 

また、各部署間の連携を強化するとともに幅広い視点から検討するため、全庁横断的な

推進体制として公共施設マネジメント推進本部、公共施設マネジメント検討委員会、検討

部会という３階層の推進体制を整えました。 

公共施設マネジメント推進本部は市長を本部長とする最上位の意思決定機関として、方

針や計画の決定、計画の進行管理を担います。その下部に位置付けられる公共施設マネジ

メント検討委員会は関係部署の部･課長級職員で構成され、組織横断的な検討や全庁への

情報共有を推進します。また、必要に応じて関係部署の担当者で構成する検討部会を設置

し、個別案件の詳細な検討を行います。 

なお、本計画に掲げた取組みを推進していくためには、全ての職員が公共施設等マネジ

メントの必要性を理解することが必要です。そこで、定期的に職員研修等を開催し、職員

の意識向上に努めます。 

体制図 

 

 

 

 

公共施設マネジメント
推進本部

公共施設マネジメント
検討委員会

部会 部会 ・・・部会

・市長、副市長、教育長、部長級の決定機関
・方針・計画の決定、計画の進行管理

・関係部課長級の検討組織
・組織横断的な検討、全庁への情報共有

・関係部署の担当者による検討組織
・個別案件の検討

公共施設等マネジメント
推進部署

・政策経営課・建築営繕課・教育総務課の連携
・施設情報の一元管理、計画の立案

全庁的な推進体制

記述見直し 

（ P135 ～ 137 ） 
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用語集 

（50音順） 

【あ行】 

ＲＣ造 リインフォースド・コンクリート（Reinforced-Concrete）造の略

で、鉄筋コンクリートを用いた建築の構造のこと。 

一部事務組合 複数の地方公共団体が、事務の一部を共同で処理するために設置

する組織のこと。 

一般会計 地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅した会計のこと。

特別会計で経理される経費以外のすべての経費が一般会計で経理

される。 

インフラ施設 インフラストラクチャー（infrastructure）の略。公共施設のうち、

都市活動を支える道路・橋りょうなどの交通施設や環境施設など

のプラント施設、公園、上下水道などの施設の総称。 

【か行】 

基金 地方公共団体が、特定の目的のために資金を積み立て、財産を維

持したり事業費の財源として活用したりする貯金のようなもの。

条例に基づき設置する。 

義務的経費 人件費、扶助費、公債費など、支払うことが制度的に義務付けら

れており、任意には削減できない経費のこと。 

健全性評価 劣化状況調査等によって鉄筋コンクリート等の劣化状況を把握

し、構造躯体が耐用年数まで使用できる健全な状態であるかどう

かを評価すること。 

後期高齢者 75 歳以上の高齢者のこと。 

公共施設マネジメント 市が保有する公共施設について、人口動態や市民ニーズ、財政状

況等を踏まえ、将来の望ましい在り方を検討し、効果的・効率的

かつ計画的に維持管理していくこと。 

公債費 地方債の返済にあてる元利償還金のこと。 

更新（公共施設の更新） 老朽化した公共施設を整備し直すこと。建築物の場合は建替えを

指し、インフラ施設の場合は、道路面を舗装し直したり、上下水

道管の布設替えを行ったりすることなどを指す。 

構造躯体 建物の構造を支える骨組みの部分のことで、基礎、基礎ぐい、壁、

柱、梁、床版等の総称。 

公用・公共用施設 公の目的に使用される公共施設は、庁舎など主に行政事務の執行

のためにある「公用施設」と、公民館や学校など主に市民の福祉

の増進のためにあり、市民が利用する「公共用施設」に分けられ

る。それらを総称した用語。 

 

 

 

対象用語見直し 

（ P138 ～ 141 ） 



国立市公共施設等総合管理計画 【 第２版 】 

（ページ No） 

 

 

施設別減価償却費率一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掲載順・小分類番号の見直し 

（ P142 ～ 145 ） 
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参考資料１ 

 

国立市これからの公共施設の在り方審議会におけるこれまでの審議会経過 

回 日時・場所 議  題 

第１回

審議会 

2016（平成 28）年 7 月 26 日（火） 

19：00～21：00 

国立市役所 3 階 第 1・2 会議室 

■会長の選任について 

■審議会の今後の進め方について 

■公共施設等総合管理計画の概要について 

□その他 

第２回

審議会 

2016（平成 28）年 8 月 30 日（火） 

19：00～21：00 

国立市役所 3 階 第 1・2 会議室 

■市民アンケートの結果について 

■公共施設等総合管理計画の全体方針について 

■施設小分類ごとのまとめ方について 

□その他 

第３回

審議会 

2016（平成 28）年 10 月 18 日（火） 

19：00～21：00 

国立市役所 3 階 第 1・2 会議室 

■各章記述内容の検討 

□その他 

第４回

審議会 

2016（平成 28）年 11 月 8 日（火） 

19：00～21：00 

国立市役所 3 階 第 1・2 会議室 

■数値目標について 

■中間答申の決定 

□その他 

中間 

答申 
2016（平成 28）年 11 月 21 日（月） ◎市長に対し中間答申 

視 察 

2017（平成 29）年 1 月 19 日（木） 

9：00～15：00 

国立市内：各公共建築物 

（右記施設のうち下線のある施設 

については施設内部を視察） 

・国立第一、二、四、八小学校、第一中学校 

・北、西学童保育所（児童館） ・北、西福祉館 

・郷土文化館  ・城山さとのいえ ・古民家 

・中平地域防災センター ・第一給食センター 

・国立駅周辺整備事業：各公共施設整備予定地 

・矢川複合施設建設予定地 

第５回

審議会 

2017（平成 29）年 1 月 24 日（火） 

19：00～21：00 

国立市役所 3 階 第 1・2 会議室 

■パブリックコメントについて 

■最終答申の決定 

□その他 

最終 

答申 
2017（平成 29）年 2 月 9 日（木） ◎市長に対し最終答申 

 

 

 

 

 

 

巻末：参考資料 

答申後、事務局において挿入 

（ P146 ～ 150 ・ 裏表紙 ） 
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2０＊＊（令和＊）年＊月策定 

 

 

編集 ： 国立市 政策経営部 資産活用担当 

     TEL ０４２－５７６－２１１１（代表） 

 


